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清算機関
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１．経緯 リーマンショック時に、店頭デリバティブ市場の透明性欠如が市場関係者の懸念を深刻化させた
ことへの反省を踏まえ、当局が取引状況を十分に把握することを目的として、G20サミット（2009年）

にて、「店頭デリバティブ契約は取引情報蓄積機関に報告されるべき」と合意され、各国で取引情報
報告制度を導入することとなった。

２．制度開始時 わが国でも2010年に金融商品取引法を改正し、2012年11月より取引情報報告制度を開始。専門

機関である取引情報蓄積機関を経由した報告及び、金融機関等や清算機関から金融庁への直接
報告から選択できる形とした。

３．今般の改正 2019年10月のCPMI・IOSCOにおいて、取引報告事項の拡充が合意されたことを受け、国際標準

である、取引情報蓄積機関へ取引情報を集約する制度・態勢に移行するため、2020年に金融商品

取引法を改正。所要の規定整備を行い、2024年４月から取引情報蓄積機関経由での報告（報告の

一本化）及び報告事項の拡充を開始する予定。
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８月

2020年金商法改正

に伴う府令改正

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

報告事項の統一

に向けた国際的
な検討開始

【CPMI-IOSCO】

ガイダンス策定・公表

2021.3月～2022.6月

業界横断意見交換会（全8回）
（取引情報の報告事項拡充の詳細等について検討）

2024.4.1施行

・TR機関経由報告に

一本化

・報告事項拡充

海外海外

【米国】

2022.12月
報告事項

拡充実施

【欧州】
2024.4.29

報告事項

拡充実施

2023.1月（P）

TR機関が仕様書公表

金融機関のシステム開発期間

（1.5年程度）

2020.6月

金商法改正
（取引情報の報告を

TR機関経由に一本化）

2021.3月

府令改正
（一本化）

2022.8月

府令改正
（報告事項拡充）

4月末～5月末
府令改正に伴うパブコメ
（報告事項拡充）

2022.12月（P）

ガイドライン作成
（報告事項拡充）

日本日本

9月～10月
ガイドライン作成に伴うパブコメ

（報告事項拡充）

12月末～1月末
府令改正に伴うパブコメ

（一本化）
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取引情報報告制度に関する今後のスケジュールについて

2022.12.1現在

【星、豪】
2024後半以降

報告事項

拡充実施

（P）

（注）

・ ROC（Regulatory Oversight 

Committee）はCDEテクニカル・ガイダン

スv3.0について市中協議を実施。

・ UPIは、UPIの付番機関（英DSB）が仕

様を作成中。

・ これらの動向を踏まえ、今後ガイドラ

インを見直す可能性がある。


